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１．平成17年6月中間期の業績（平成17年１月１日～平成17年６月30日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年６月中間期 10,933 (△23.6) △1,282 (―) △1,118 (―)

16年６月中間期 14,303 (△12.7) 391 (196.7) 516 (213.2)

16年12月期 27,022  △335  26  

 中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

 百万円 ％ 円 銭

17年６月中間期 △1,489 (―) △170 40

16年６月中間期 106 (142.4) 12 23

16年12月期 △601  △68 81

（注）①期中平均株式数 平成17年６月中間期 8,741,032株 平成16年６月中間期 8,741,098株 平成16年12月期 8,741,065株

 ②会計処理の方法の変更 無

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

（参考） 加工売上高（売上高から材料費を除いたもの） 平成17年６月中間期 4,783百万円（△37.5％増）

 平成16年６月中間期  7,650百万円（16.5％増）

  平成16年12月期  13,479百万円 

(2)配当状況  

 
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

 
 

 円 銭 円 銭

17年６月中間期 0 00 　　　　――――――

16年６月中間期 0 00 　　　　――――――  

16年12月期 　　　　―――――― 　　　　――――――  

(3)財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年６月中間期 31,072 10,646 34.3 1,218 00

16年６月中間期 32,308 12,718 39.4 1,455 09

16年12月期 31,807 11,955 37.6 1,367 73

（注）①期末発行済株式数 平成17年６月中間期 8,741,032株 平成16年６月中間期 8,741,032株 平成16年12月期 8,741,032株

 ②期末自己株式数 平成17年６月中間期 120株 平成16年６月中間期 120株 平成16年12月期 120株

２．平成17年12月期の業績予想（平成17年１月１日～平成17年12月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 21,600 △1,400 △1,800 10 00 10 00

（参考） ①１株当たり予想当期純損失（通期） 205円93銭

②加工売上高（売上高から材料費を除いたもの）（通期） 11,350百万円

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成16年６月30日）
当中間会計期間末

（平成17年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  1,160,018   773,454   1,104,695   

２．受取手形 ※５ 1,295,605   1,002,581   1,742,833   

３．売掛金  6,024,090   4,432,371   4,708,711   

４．有価証券  9,995   9,995   9,995   

５．たな卸資産  1,493,152   1,144,719   1,317,307   

６．繰延税金資産  118,685   ―   224,521   

７. 関係会社貸付金  ―   234,200   90,000   

８．その他  172,827   361,620   185,192   

９．貸倒引当金  △5,860   △22,874   △4,990   

流動資産合計   10,268,514 31.8  7,936,067 25.5  9,378,265 29.5

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物
※1,
2

5,272,137   5,098,066   5,247,970   

(2) 機械及び装置
※1,
2,6

4,812,398   4,764,055   4,593,427   

(3) 土地 ※２ 3,153,348   3,376,348   3,376,348   

(4) その他
※1,
2,6

891,680   915,541   884,312   

計  14,129,565   14,154,011   14,102,058   

２．無形固定資産  191,345   181,071   179,677   

３．投資その他の資産           

(1) 関係会社株式  3,485,288   3,535,288   3,495,288   

(2) 投資有価証券 ※２ 3,695,026   3,247,612   3,413,147   

(3) 関係会社長期貸
付金

 ―   1,556,300   811,300   

(4) その他  553,032   585,507   559,691   

(5) 貸倒引当金  △13,968   △123,162   △131,851   

計  7,719,379   8,801,546   8,147,576   

固定資産合計   22,040,290 68.2  23,136,629 74.5  22,429,312 70.5

資産合計   32,308,804 100.0  31,072,697 100.0  31,807,577 100.0
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前中間会計期間末

（平成16年６月30日）
当中間会計期間末

（平成17年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※５ 1,254,776   1,116,854   1,487,629   

２．買掛金  1,612,486   1,216,975   1,615,333   

３．短期借入金 ※２ 6,410,000   7,110,000   6,510,000   

４．一年内返済予定長期
借入金

※２ 1,679,696   1,825,676   1,629,056   

５．未払金  1,381,294   1,414,339   1,368,798   

６．未払法人税等  8,410   21,100   16,922   

７．賞与引当金  68,100   68,700   61,000   

８．繰延税金負債  ―   15,054   ―   

９．その他 ※４ 657,758   508,095   250,325   

流動負債合計   13,072,521 40.4  13,296,795 42.8  12,939,065 40.7

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２ 4,493,362   4,862,506   4,713,344   

２．長期未払金  1,052,922   1,250,638   1,130,456   

３．退職給付引当金  172,519   212,181   187,394   

４．役員退職慰労引当金  685,233   613,255   704,311   

５．関係会社支援損失引
当金

 94,461   119,356   131,992   

６．繰延税金負債  18,836   ―   ―   

７．その他  ―   71,361   45,618   

固定負債合計   6,517,335 20.2  7,129,300 22.9  6,913,117 21.7

負債合計   19,589,856 60.6  20,426,095 65.7  19,852,183 62.4
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前中間会計期間末

（平成16年６月30日）
当中間会計期間末

（平成17年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   4,358,672 13.5  4,358,672 14.0  4,358,672 13.7

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  8,118,590   5,000,000   8,118,590   

２．その他資本剰余金  ―   3,118,590   ―   

資本剰余金合計   8,118,590 25.1  8,118,590 26.1  8,118,590 25.5

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  59,710   ―   59,710   

２．任意積立金           

特別償却準備金  83,378   ―   83,378   

３．中間未処分利益又は
中間（当期）未処
理損失（△）

 600,377   △1,454,373   △108,032   

利益剰余金合計   743,466 2.3  △1,454,373 △4.6  35,057 0.1

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  △501,612 △1.5  △376,119 △1.2  △556,757 △1.7

Ⅴ　自己株式   △168 △0.0  △168 △0.0  △168 △0.0

資本合計   12,718,948 39.4  10,646,601 34.3  11,955,394 37.6

負債資本合計   32,308,804 100.0  31,072,697 100.0  31,807,577 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   14,303,504 100.0  10,933,709 100.0  27,022,552 100.0

Ⅱ　売上原価   13,064,275 91.3  11,430,500 104.5  25,674,373 95.0

売上総利益又は売
上総損失（△）

  1,239,228 8.7  △496,791 △4.5  1,348,178 5.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費   847,457 6.0  785,237 7.2  1,684,114 6.2

営業利益又は営業
損失（△）

  391,771 2.7  △1,282,028 △11.7  △335,935 △1.2

Ⅳ　営業外収益 ※１  284,591 2.0  274,739 2.5  664,916 2.4

Ⅴ　営業外費用 ※２  160,347 1.1  111,644 1.0  302,795 1.1

経常利益又は経常
損失（△）

  516,015 3.6  △1,118,933 △10.2  26,185 0.1

Ⅵ　特別利益 ※３  49,579 0.4  32,571 0.3  63,724 0.2

Ⅶ　特別損失 ※４  254,920 1.8  147,386 1.4  611,117 2.2

税引前中間純利益
又は税引前中間
（当期）純損失
（△）

  310,674 2.2  △1,233,748 △11.3  △521,208 △1.9

法人税、住民税及
び事業税

 8,418   8,618   17,103   

法人税等調整額  195,320 203,738 1.5 247,063 255,681 2.3 63,160 80,264 0.3

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△）

  106,936 0.7  △1,489,430 △13.6  △601,472 △2.2

前期繰越利益   493,440   △24,653   493,440  

利益準備金取崩額   ―   59,710   ―  

中間未処分利益又
は中間（当期）未
処理損失(△）

  600,377   △1,454,373   △108,032  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

   

(1) 有価証券 (1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2) その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　総平均法による原価法

(2) その他有価証券

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

　総平均法による原価法

(2)デリバディブ 時価法 同左 同左

(3) たな卸資産 製品、原材料、仕掛品

　総平均法による原価法

貯蔵品

　最終仕入原価法

同左 同左

２．固定資産の減価償却の方

法

   

(1) 有形固定資産 定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

同左 同左

 建物　　　　　18～31年

機械及び装置　 4～14年

  

(2) 無形固定資産 定額法

　ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

同左 同左

(3) 長期前払費用 定額法 同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

３．引当金の計上基準    

(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

同左 同左

(2) 賞与引当金 　従業員賞与の支出に充当するため、

支給見込額のうち、当中間会計期間

負担額を計上しております。

同左 　従業員賞与の支給に備えるため、

支給見込額基準による繰入額を計上

しております。

(3) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当中

間会計期間末に発生していると認め

られる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

同左 　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

(4) 役員退職慰労引当金 　役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

同左 　役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(5)関係会社支援損失引当金 　関係会社に係る将来の損失に備え

るため、当該会社の財政状態を勘案

し必要とされる額を見積り計上して

おります。

同左 同左

４．外貨建資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

同左 　外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６．ヘッジ会計の方法    

(1) ヘッジ会計の方法 　金利スワップの特例処理の要件を

満たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。

同左 同左

(2) ヘッジ手段 　デリバティブ取引（金利スワップ

取引）

同左 同左

(3) ヘッジ対象 　変動金利建ての借入金利息 同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

(4) ヘッジ方針 　借入金利息の金利変動リスクを回

避する目的で、変動金利建ての借入

金に対して、金利スワップにより

キャッシュ・フローヘッジを行って

おります。

同左 同左

(5) ヘッジ有効性評価の方

法

　特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、その判定をもっ

て有効性の評価に代えております。

同左 同左

７．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項

   

(1)消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

同左 同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成16年６月30日）

当中間会計期間末
（平成17年６月30日）

前事業年度末
（平成16年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

22,076,826千円 22,405,596千円 21,688,672千円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

　工場財団組成による担保提供資

産

　工場財団組成による担保提供資

産

　工場財団組成による担保提供資

産

建物 3,708,308千円

機械及び装置 1,136,517千円

土地 2,986,362千円

その他 258,699千円

計 8,089,889千円

建物 3,606,909千円

機械及び装置 1,063,419千円

土地 2,986,362千円

その他 208,453千円

計 7,865,144千円

建物 3,567,758千円

機械及び装置 970,417千円

土地 2,986,362千円

その他 234,287千円

計 7,758,825千円

　上記に対応する債務 　上記に対応する債務 　上記に対応する債務

短期借入金 2,172,000千円

一年内返済予定

長期借入金
1,064,200千円

長期借入金 3,570,300千円

計 6,806,500千円

短期借入金 2,475,600千円

一年内返済予定

長期借入金
987,224千円

長期借入金 2,818,276千円

計 6,281,100千円

短期借入金 2,455,800千円

一年内返済予定

長期借入金
976,200千円

長期借入金 3,441,800千円

計 6,873,800千円

　その他の担保提供資産 　その他の担保提供資産 　その他の担保提供資産

建物 152,763千円

土地 108,501千円

その他 106千円

計 261,371千円

建物 265,231千円

土地 331,501千円

その他 95千円

計 596,828千円

建物 273,588千円

土地 331,501千円

その他 100千円

計 605,190千円

　上記に対応する債務 　上記に対応する債務 　上記に対応する債務

一年内返済予定

長期借入金
69,404千円

長期借入金 183,906千円

計 253,310千円

上記の他、投資有価証券215,039

千円をデリバディブ取引（金利ス

ワップ取引）の担保に供しており

ます。

一年内返済予定

長期借入金
155,860千円

長期借入金 739,066千円

計 894,926千円

上記の他、投資有価証券206,999

千円をデリバディブ取引（金利ス

ワップ取引）の担保に供しており

ます。

一年内返済予定

長期借入金
124,324千円

長期借入金 794,884千円

計 919,208千円

上記の他、投資有価証券209,606

千円をデリバディブ取引（金利ス

ワップ取引）の担保に供しており

ます。

　３．保証債務 　３．保証債務 　３．保証債務

　金融機関からの借入金に対する

債務保証

　金融機関からの借入金に対する

債務保証

　金融機関からの借入金に対する

債務保証

関係会社

東海工業㈱
51,117千円

㈱倉元マシナ

リー
120,115千円

㈱カネサン製

作所
91,116千円

計 262,348千円

関係会社

東海工業㈱
38,989千円

㈱倉元マシナ

リー
103,135千円

計 142,124千円

関係会社

東海工業㈱
45,212千円

㈱倉元マシナ

リー
111,625千円

㈱LADVIK 80,436千円

計 237,273千円

※４．消費税等の会計処理 ※４．消費税等の会計処理 ※４．消費税等の会計処理

　未払消費税等は、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

同左 同左
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前中間会計期間末
（平成16年６月30日）

当中間会計期間末
（平成17年６月30日）

前事業年度末
（平成16年12月31日）

※５．　　 ───── ※５．　　 ───── ※５．期末日満期手形の処理について

  　期末日満期手形の処理は、手形

交換日をもって決済処理しており

ます。したがって、当期末日は金

融機関が休日のため、次のとおり

期末日満期手形が当期末残高に含

まれております。

  受取手形 198,197千円

支払手形 312,991千円

※６．休止固定資産 ※６．休止固定資産 ※６．休止固定資産

　有形固定資産に含めて表示して

いる休止固定資産は次のとおりで

あります。

　有形固定資産に含めて表示して

いる休止固定資産は次のとおりで

あります。

　有形固定資産に含めて表示して

いる休止固定資産は次のとおりで

あります。

機械及び装置 302,196千円

その他 4,629千円

機械及び装置 89,683千円

その他 2,367千円

機械及び装置 177,082千円

その他 4,303千円
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

※１．営業外収益の主要

項目
   

受取利息 33,025千円 11,507千円 40,936千円

有価証券利息 57,472千円 51,410千円 107,380千円

受取配当金 124,288千円 143,276千円 404,026千円

※２．営業外費用の主要

項目
   

支払利息 76,611千円 75,061千円 144,252千円

割賦手数料 12,633千円 10,239千円 23,877千円

休止資産減価償却

費
55,162千円 12,395千円 110,685千円

貸倒引当金繰入額 13,968千円 9,196千円 13,918千円

※３．特別利益の主要項

目
   

貸倒引当金戻入益 370千円 ― 1,000千円

投資有価証券売却

益
40,017千円 19,935千円 62,724千円

※４．特別損失の主要項

目
   

建物除却損 ― 2,816千円 3,471千円

機械及び装置除却

損
35,987千円 1,873千円 146,857千円

工具・器具及び備

品除却損
1,011千円 2,510千円 1,835千円

投資有価証券売却

損
99,649千円 110,852千円 137,767千円

投資有価証券評価

損
21,153千円 ― 21,153千円

関係会社支援損失

引当金繰入額
94,461千円     ― 131,992千円

貸倒引当金繰入額 ― ― 117,693千円

　５．減価償却実施額    

有形固定資産 941,659千円 839,483千円 1,915,457千円

無形固定資産 12,050千円 13,453千円 26,483千円
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日

至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

機械及
び装置

4,118,331 2,092,987 2,025,343

(有形固
定資産)
その他

71,089 35,245 35,844

(無形固
定資産)
その他

11,890 9,770 2,119

合計 4,201,311 2,138,003 2,063,307

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

機械及
び装置

3,795,223 2,585,784 1,209,438

(有形固
定資産)
その他

51,795 24,652 27,142

(無形固
定資産)
その他

2,418 2,166 251

合計 3,849,436 2,612,603 1,236,832

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械及
び装置

4,078,563 2,428,243 1,650,319

(有形固
定資産)
その他

75,651 42,520 33,130

(無形固
定資産)
その他

11,890 11,020 869

合計 4,166,104 2,481,784 1,684,320

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 755,445千円

１年超 1,178,784千円

合計 1,934,229千円

１年内 781,729千円

１年超 382,856千円

合計 1,164,585千円

１年内 812,890千円

１年超 755,195千円

合計 1,568,086千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 406,395千円

減価償却費相当額 407,751千円

支払利息相当額 46,504千円

支払リース料 396,021千円

減価償却費相当額 402,772千円

支払利息相当額 33,226千円

支払リース料 804,496千円

減価償却費相当額 815,756千円

支払利息相当額 86,122千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

同左 同左

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分については、利息法によっております。

同左 同左
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②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１株当たり純資産額 1,455円09銭 １株当たり純資産額 1,218円00銭 １株当たり純資産額 1,367円73銭

１株当たり中間純利益
金額

12円23銭
１株当たり中間純損失
金額

170円40銭
１株当たり当期純損失
金額

68円81銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、１株当たり中間純損

失であり、また、潜在株式がないため

記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、１株当たり当期純損

失であり、また、潜在株式がないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間純利益又は1株あたり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

前事業年度
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 106,936 △1,489,430 △601,472

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
106,936 △1,489,430 △601,472

期中平均株式数（株） 8,741,098 8,741,032 8,741,065

－ 53 －



（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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